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１．外国語教育の歴史

これまでの外国語教育の歴史を振り返ると、あ

る時代に用いられた教授法がその時代の影響を

大きく受けて変化してきたことがわかる。20世

紀前半における教授法は「文法訳読法（grammar 

translation method）」が主流であったが、それ

は外国との接触の機会が主に書物によるもので

あったためであろう。しかし戦後、電話やラジ

オ、テープレコーダーなどが普及すると、それま

での海外との交流の主たる媒体であった書物、す

なわち文字言語は音声言語にとって代わられて

いく。その結果20世紀中盤の教授法は、「オー

ディオリンガル法（audiolingual method）」が主

流となる。さらに20世紀後半になると、国境を

超えた人的交流がさかんになり、いわゆる国際

化（internationalization）の時代が到来する。人的

交流がさかんになると、言語のみならず、広くコ

ミュニケーション能力の育成が求められるように

なっていく。この時代の教授法としては、ナチュ

ラル・アプローチ（natural approach）など、意

味の伝達に重点（focus on meaning）が置かれた

「コミュニカティブ・アプローチ（communicative 

approach）」が主流となった。 

Canale and Swain（1980）によると、コミュニ

ケーション能力とは、「文法能力（grammatical 

competence）」に加え、「談話能力（discourse com-

petence）」、「社会言語能力（sociolinguistic compe-

tence）」、「方略的能力（strategic competence）」を

含んでおり、コミュニケーション能力の育成のた

めに言語教育が扱うべき範囲が大幅に拡大してい

ることがわかる。

　21世紀を迎え、国境を超えた交流がさらに

活発になると、国際化はさらに「グローバル化

（globalization）」へと進み、異なる言語、異なる

文化を有する人が日常的に共生する「多言語・多

文化共生社会（multilingual, multicultural symbiotic 

society）」が形成されていく。

２．グローバル時代に求められる日本語教育と

は

　ではこのようなグローバル時代に求められる第

二言語としての日本語教育とはどのようなもので

あろうか。本稿が提案したいのは以下の３つであ

る。

①総合的教育（holistic education）

ここでいう総合的な言語教育とは、言語にとど

まらず、文化をも同時に教えようという試みであ

る。

②多文化教育（multicultural education）

これは多文化共生社会（multicultural symbiotic 

society）に求められる、文化を読み解く能力であ

る「文化リテラシー（cultural literacy）」を育てる

教育である。 

③多言語教育（multilingual education）

　これは、多言語同時使用（multilingualism）の

環境を作り出し、それにより多言語使用に対する
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動機づけを高め、多言語習得を促進しようとする

ものである。

　以下、１つずつ説明する。

２．１　総合的教育

２．１．１　日本語教育で扱われる文化とは

　佐々木（2002、2004）によれば、日本語教育

で扱われる文化は以下の３つである。

①知識、所産としての文化

②コミュニケーションに介在する文化

③個としての文化

①は「祭り」、「歌舞伎」など、日本の文化を知

識、または所産として紹介するもので、伝統文化

だけでなく、日常文化、大衆文化、精神文化、専

門性の高い文化などが含まれる。かつての日本事

情の授業ではこのような文化が主に扱われた。と

ころが人的交流がさかんになり、コミュニケー

ション能力が重要になってくると、②のコミュニ

ケーションに介在する文化がより重要さを増して

いく。さらにグローバル化を迎え、多文化が共生

する社会では、個々人が自身の母文化のみなら

ず、様々な文化の影響を受けるようになり、もは

や文化を国や民族の単位で語ることができなくな

り、文化を「個」としてとらえる必要が出てくる。

③がそれである。そうなると、もはや①の知識を

もって個々人の持つ文化を見つめることは、逆に

ステレオタイプを助長することとなってしまう危

険性があり、より柔軟で多様な見方が求められて

いく。文化リテラシーとはつまり、ステレオタイ

プにとらわれることなく、柔軟に個に接し、そこ

から正しくその文化をとらえ、評価、価値を認め

ることができる能力をさす。文化を取り入れた総

合的言語教育では、そのような文化リテラシーの

育成までもが求められているわけである。

　ではこうした文化は、どのように日本語などの

外国語教育で扱うことができるであろうか。①は

知識の伝達によって可能であるかもしれないが、

②、③は実際に人と人とがふれあい、コミュニ

ケーションをすることでしか学ぶことができない。

言いかえれば人と人とがふれあえる環境を造成し

なければ、②や③を教育することはできない。こ

れが「交流」が重要である１つの理由である。し

かも多文化共生が日常化した社会の市民を育てる

には、「自文化中心主義（ethnocentrism）」に陥る

ことなく、さまざまな文化を相対化し（文化相対

主義：cultural relativism）、それぞれの価値を認め

ることができる能力の育成が必要となる。そのた

めにはさまざまな文化に対等な立場でふれあうこ

とを可能にする教育環境が日常的に造成される必

要がある。

２．１．２　言語と文化を同時に教えること

　言語と文化を同時に教えることは、最近さまざ

まなところで主張され始めており、日本語教育能

力検定試験の出題範囲も大幅に拡張されるにい

たった。しかし言語と文化を同時に教えることは、

実際にはそれほど容易なことではない。例えばア

ジアの日本語学習者は日本語には関心があり、日

本語が上手になることには熱心だが、日本文化に

はあまり関心を持たないことも多い。また日本語

学習者の多い韓国、中国などの国では、過去の歴

史感情が日本の文化への関心にブレーキをかける

ことも少なくなかった。一方欧米では、日本文化

に対する関心は高くても、それが日本語学習に結

びついているとは限らない。また日本語に対する

言語間距離が大であるために、習得に時間を要す

る。そのような理由から、日本語に対する関心は

必ずしも高いとは言えない。さらに日本との距離

が遠く、人的接触、交流の機会が少ないことも日

本語学習の動機づけが低い理由の１つである。

２．１．３　教授法としての交流

　このような「言語と文化の壁」を解決してくれ

るのが「交流」である。李 (2009)が交流を教授法

としてとらえ、「交流法」という用語を用いてい

るのも、交流が言語と文化を総合的に教える絶好
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の場であることに注目したためである。ただし李

も述べるように、「交流」は一時的なものであり、

その重要性とともに、限界をも認識しておく必要

がある。「交流」は始めの一歩であるが、始めの

一歩でしかないということである。

そのような可能性と限界を踏まえた上で、交流

の重要性について考察してみたい。

まず、交わることで文化への知識は体験となる

という点である。これは歴史的変化の過程におい

て、書物での交流の段階から人的交流の段階へと

進んだ変化と対応する。

第二に、交わることでコミュニケーションが生

まれ、コミュニケーションに介在する文化を学ぶ

ことができるようになる。

第三に、交わることで個に出会える。総体とし

ての「知識、所産としての文化」だけでなく、「個

としての文化」に接し、学ぶことができるように

なる。同時にそれは、文化リテラシーを育む場と

もなる。

さらに交わることで、自分を紹介しよう、相手

を知ろうという気持ちが起き、相手への関心が生

まれ、動機が高まる。この動機づけの高まりが、

言語と文化の間に存在する壁を乗り越え、言語に

関心のある学生には文化を、文化に関心のある学

生には言語を学ばせる原動力となる。言いかえれ

ば、言語と文化を同時に学ぶ総合的日本語教育は、

交流の力を借りて、はじめて現実のものとなるの

である。

またそもそも言語と文化とは本来一体のもので

ある。子供の母語習得に際しても母語と母文化と

は一体のものとして学ばれる。それを第二言語教

育では分けて教育を行っているわけであり、多言

語・多文化が共存するグローバルな時代にあって

は、それを分けて教えなければならない必然性は

もはや少なくなってきていると言えるのではない

だろうか。つまり、本来一体のはずの「言語と文

化」を一体のものとして学習者に提供してくれる

のが交流なのである。

２．１．４　カリキュラム

では日本語で日本文化をどう教えたらよいので

あろうか。これが総合的日本語教育の残された課

題である。

これまで、文化は日本語能力がある程度のレベ

ルに達するまでは切り離されて教えられてきた。

また初級で文化を教えられる際には日本語を用い

ずに媒介語を用いて教えられるのが普通である。

しかし子供は初めから母語と母文化を同時に学ぶ。

これと同じように、初級から言語と文化を同時に

教えることはできないであろうか。これについて

はさらなる検証が必要であろうが、カリキュラム

の工夫次第で可能であると思われる。つまりそれ

ぞれのレベルで教授可能な日本文化があるはずで、

それをうまく取捨選択し、レベルに応じて配列し

て教えればよいと思われる。例えば、初級では挨

拶に伴う非言語行動などを教え、中級ではアニメ、

サブカルチャーを導入する。日本学という専門性

の高い文化は上級になって教えるというような具

合である。これまでもこのようなカリキュラムは

考えられなかったわけではないが、カリキュラム

の整備が不十分であったこと、そこに交流という

リソースを活用してこなかったことなどの理由で

実用化には至らなかったと思われる。

２．２　多文化教育

グローバル化時代の多文化共生社会の実現に必

要なのは何であろうか。これは特に日本、韓国な

どのように、世界の中で比較的単一「的」な文化

的環境で生まれ、育った学生たちにとっては重要

な課題である。そのような学生にとっては単一

「的」な文化的環境からの脱却を余儀なくされる。

しかし注意しなければならないのは、このことは

自分の文化を捨てること、もしくは自分の文化を

軽視することではないということである。自分の

文化を愛し、大切にするように、相手にもそのよ

うな文化があることを知り、それを学ぼうという

ことである。本稿で紹介する、教育実践としての
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国際遠隔教育は、以下で述べるように、さまざま

な文化が「対等な立場」で、しかも日常的に触れ

合えるような環境を造成できるという点で重要で

ある。

２．３　多言語教育

　グローバル化時代の日本語教育に求められる第

三の点は、多言語教育である。日本でも日本人と

留学生が同じ教室で学ぶ、いわゆる「交流型授業」

が実践されており、私もいくつかの交流型授業を

行っている。しかし、そこに参加する留学生の多

くは日本語能力にすぐれており、日本語でコミュ

ニケーションすることに不自由がないため、あえ

て多言語同時使用環境を造成する必要がなくなっ

てしまう 。しかし本稿で紹介するグローバルな

遠隔交流授業では、海外の日本語クラスとTV会

議システムなどを介して交流型授業を展開するも

のであり、その際、海外の学習者は必ずしも日本

語でのコミュニケーションが十分であるとは限ら

ず、多言語同時使用環境が造成しやすい。

このTV会議システムなどを用いた遠隔交流授

業では「相手とのコミュニケーションのために何

語を用いてもよい」という前提で授業が行われる。

これは日本語などある特定の言語を教育すること

を使命とする言語教師にとって、やや抵抗のある

前提であるかもしれない。しかしグローバル化時

代に求められる「共生型教授法」を考える上にお

いてはむしろ重要な前提となると思われる。

また、こうした多言語同時使用の環境下で

は、複数の言語の文法などを構造シラバスなど

で１つ１つ教える教授法は事実上不可能で、用い

られる教授法があるとすれば、「内容中心教授法

（content-based instruction）」や「プロジェクトワー

ク（project work）」などになるであろう。言いか

えれば、授業中に文法や語彙のすべてを教師が教

えようとするのではなく、単に（多）言語を使う

環境、（多）言語を学ぶ動機を高める場を提供す

ることが授業の、また授業を行う教師の役目とな

る。

２．４　教育目標

次にこのような総合的で、多文化・多言語的な

教育における目標について考えてみたい。

まず日本人の学生が目指すのは以下の３つの目

標である。

第一に、多言語・多文化への挑戦の第一歩とす

ることである。単一的言語・文化環境に住みなれ

てきた日本人の学生にとっては、このような多文

化・多言語的な「交わり」の日常化が何よりも必

要で、遠隔交流を通じ、それを実現し、慣れ親し

んでいく。

第二に、コミュニケーション能力、ディスカッ

ション能力、プレゼンテーション能力を育成する

ことである。日本人にとって異なる意見・背景を

持つ相手に、自身の意見をはっきりと、わかりや

すく言うのは、たとえそれが日本語を用いたもの

であったとしても、それほど容易なことではない。

しかしそれを可能にすることはグローバル化への

重要な一歩となる。まずは日本語で、その次に母

語以外の言語でコミュニケーションやディスカッ

ション、プレゼンテーションを行うことのできる

能力を育成するのが第二の目標である。

第三に、思考様式や行動様式の異なる海外の学

生との協働作業を通し、グローバル時代に必要な

社会性を身につけることである。これまでにも、

日本人の学生が留学生との協働作業を行う中で、

日本人同士では味わったことのないさまざまな葛

藤を経験するのをこの目で目撃してきた。しかし

そのような葛藤は、共生を実現していく上で必ず

経験し克服していかなければならない課題である。

次に海外の日本語学習者や日本の留学生がめざ

す目標について考察する。

　第一に日本語・日本文化を学び・理解すること

である。ノンネイティブの学生にとっては、やは

り、日本語を使い、コミュニケーションや、ディ

スカッション、プレゼンテーションができるよう
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になることが最大の目標である。また日本文化に

ついて、日本の学生と語りながら学ぶ場である。

とりわけ、コミュニケーションに介在する文化、

個としての文化はこのような交流でしか学ぶこと

はできない。

第二に、多言語・多文化への挑戦である。この

点は日本人学生と同様である。

第三に、協働作業を通じ、グローバル化時代に

必要な社会性を育成することで、この点も日本人

学生と同様である。

第四に日本語と日本文化を同時に学ぶための動

機を高める場である。前述したようにアジアの学

生のように言語に関心のある学生には文化に対す

る興味を、欧米の学生のように文化に関心のある

学生には言語に対する動機を付与するきっかけを

持ってもらうことである。

３．遠隔教育のための教授法の開発

遠隔教育のための教授法はいまだ十分な研究が

進んでいるとは言えない。たとえ内容中心教授法

やプロジェクトワークが有効であると言っても、

それをTV会議システムなどを介した遠隔教育で

そのまま用いることはできないであろう。これら

をいかに遠隔教育の中で行うかについての考察は、

今後の課題として残されている。

TV会議システムなどを用いた遠隔教育はそれ

ぞれが自分の国にいながらにして海外の学生との

協働学習を可能とする。それは実際の交流に比べ

直接に接することができないなど、限界が存在す

ることも事実である。その点では日本で日本人と

海外の学生とが同じ教室で学ぶほうがよい。しか

し後者のような直接接触の場合、海外の学生がマ

イノリティの立場に立ち、意識的、無意識的に自

身の意見をマジョリティである日本人の学生に合

わせているということも少なくない。しかし遠隔

教育では、互いが自国にいながらにして交流がで

き、一方がマジョリティ（ホーム）、他方がマイ

ノリティ（アウェイ）という不平等な立場に置か

れることなく、対等な立場（ホーム＆ホーム）で

の対話が可能になるというメリットが存在する。

また遠隔は交流の場をユビキタス（ubiquitous）

に提供し、交流の日常化にも都合がよい。教授法

を開発するにあたっては、このような遠隔教育の

利点を積極的に生かし、欠点をカバーしうる教授

法を考案する必要がある。

このような考えの中で、2009年９月、世界の

７大学が合同で、「多文化・多言語サイバーコ

ンソーシアム（Multicultural & Multilingual Cyber 

Consortium：MMCC）」が立ち上げられた。これ

は遠隔での交流により、上述した、グローバル化

時代に求められる新しい言語教育の在り方を実践

しつつ模索する具体的な試みである。

第一に、言語と文化を同時に学ぶ、総合的な言

語教育のあり方を模索するものである。

第二に、文化リテラシーを育み、多文化共生社

会を実現するための多文化教育をめざすものであ

る。まず、自分の国・文化を様々な角度から見つ

め、文化リテラシーを育成するとともに、互いの

文化の間にあるさまざまな問題（ステレオタイプ、

偏見、誤解）をディスカッションにより克服し、

相互理解をめざす。

第三に、多言語同時使用環境を作り、それに慣

れ、新しい形の多言語教育を模索するものである。

具体的にはこれまでに以下のような教育実践を

行っている。

３．１　日韓大学生国際交流セミナー

毎年夏に、韓国の同徳女子大学との間で「日韓

大学生国際交流セミナー」を実施している。今年

は第６回目となるが、今回新たに事前の遠隔交流

を取り入れ、大きな成果を上げた。具体的には８

月の交流セミナーの開催にさきがけ、４月から映

像を用いたメッセンジャーや文字チャットなどを

介してグループごとの交流を開始した。
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図１ 2009年第６回日韓大学生国際交流セミナー
（草津セミナーハウスでの発表会）

その結果、それまでは１週間の交流がすべてで

あった交流セミナーは、４月からの半年近くに及

ぶ交流セミナーとして、長期化、日常化させるこ

とに成功し、８月の１週間のセミナーをより実り

あるものとすることを可能にした。このことは遠

隔交流を用いることで、交流の課題である「日常

化」をめざす１つの方策となったということで評

価できるであろう。

３．２　多文化・多言語サイバーコンソーシアム

数年前より、グローバル文化学環の「言語と文

化」「グローバル化と日本語教育」などの授業（担

当：森山新）で、釜山外大、ヴァッサー大学を

相手にTV会議システムによる国際ジョイント授

業を行ってきたが、2009年９月からはそれをさ

らに拡大し、世界の７大学が合同で、TV会議シ

ステムとパワーポイントを用い、「遠隔交流授業

（MMCC Project 2009）」を展開している。 参加大

学は以下の７大学である。パワーポイントには

「ノート」の部分にナレーションのテキストが付

いているだけでなく、ナレーション録音機能を用

いて学生たちがナレーションを録音してあり、日

本語と日本文化を同時に学べる教材として、海外

の学生が教室でまたは自律学習で使用できるよう

になっている。

釜山外国語大学（Korea）

ヴァッサー大学（USA）

ボン大学（Germany）

チェンマイ大学（Thailand）

ワルシャワ大学（Poland）

カレル大学（Czech）

お茶の水女子大学（Japan）

このプロジェクトはこれまで述べてきた、「グ

ローバル化時代に求められる外国語（日本語）教

育の３つの課題」を集大成したものであり、かつ

そのあり方について、実践の中で模索することを

めざしている。９月に開始して以来、予想外の盛

り上がりを見せている。

総合化、多文化化、多言語化をめざす新しい言

語教育への試みはまだ始まったばかりで実践を通

じた模索の最中である。今後、実践を通じて得ら

れたさまざまな成果を蓄積し、グローバル時代に

求められる新しい言語教授法構築にたどり着くこ

とを期待したい。

図２　ヴァッサー大学とのTV会議授業（2009年）
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注）本稿は2009年11月17日ヴァッサー大学で行われ
たワークショップでの講演「Holistic Education of 
Japanese Language in the Global Era」の英文原稿を和
訳し、加筆修正したものである。 


